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学校基本調査 

【基幹統計調査】 

【実施機関】 

文部科学省生涯学習政策局調査企画課 

【目的】 

学校教育行政に必要な基礎資料を得ることを目的として、学校(学校教育法に定める幼

稚園、小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学

校並びに専修学校及び各種学校)関する基本的事項を把握することを目的とする。 

【沿革】 

昭和 23 年に、それまで文部省が学校に求めていた次の報告の調査内容及び方法などを

再検討し、抜本的改善を加え、旧統計法(昭和 22 年法律第 18 号)に基づく指定統計「学

校基本調査」として始められたものである。 

・国立の学校について報告を求めた「文部省直轄各部年報諸表様式(昭和 18 年 8 月 31

日文部省訓令第 22号)」 

・公私立の大学、高専について報告を求めた「公立私立高等学校、公立私立大学、公

立私立専門学校年報諸表様式(昭和 18年 8月 31日文部省令第 72号)」 

(以上の 2 つは、学校から直接文部省に報告、文部省がこれを集計) 
・公私立の中学校以下の諸学校について報告を求めた「学事年報取調条項及び諸表様

式(明治 44年 3月 31 日文部省訓令第 2号)」(学校から都道府県知事に報告、都道府

県知事が統計表を作成し文部省に提出) 

当初の学校基本調査は、学校教育法上の全学校を対象とし、調査の構成は、学校調査、

経費及び資産調査(昭和 24 年以降学校経費調査)、学校施設調査、入学調査、卒業者調査、

教員・学生・生徒・児童異動調査及び学令児童及び学令生徒調査の 7つの調査、さらに、

附帯調査として卒業者調査に関連した「就職状況調査」というものであった。 

その後、調査対象、調査の構成、調査事項などの変更はあったが、基本的にはこの当

初の計画が踏襲されている。昭和 41年調査から附属図書館調査が中止され､昭和 54年調

査では､初等中等教育関係の各調査票の集計の電算化に伴い調査票様式が変更されると

ともに、学校施設調査票に各種学校調査票が新設された｡昭和 55年調査から､国立養護教

諭養成所の廃止に伴い「卒業後の状況調査」以外の国立養護教諭養成所に係る調査票が

廃止された｡平成 6年調査から､「卒業後の状況調査票」(大学、大学院、短期大学、高等

専門学校)の調査項目の「出身高校の所在県」及び「事業所の所在県」を削除し、大学院、

高等専門学校(Ａ票)と大学、短期大学(Ｂ票)に別れていた調査票の統合を行った。平成 7

年調査から、すべての調査票への押印を廃止した。平成 11年調査から、学校教育法等の

一部を改正する法律(平成 10 年法律第 101 号)による中等教育学校の創設に伴い、「学校

調査票」(中等教育学校)、「学校通信教育調査票」(中等教育学校、全日制・定時制)及び

「卒業後の状況調査票」(中等教育学校通信制)の新設を行った。 
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【公表】 

インターネット及び印刷物：学校基本調査速報(調査実施年度 8 月)、学校基本調査報告

書(調査実施年度 12月) 

【調査の構成】 

1－学校調査票 

2－学校通信教育調査票 

3－不就学学齢児童生徒調査票 

4－学校施設調査票 

5－学校経費調査票 

6－卒業後の状況調査票 

 
1－学校調査票 

【調査対象】 

(地域)全国 (単位)学校 (属性)学校(学校とは、学校教育法に基づく、幼稚園、小学

校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、高等専門学校、専修学

校及び各種学校をいう。) (抽出枠)平成 23年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 

(選定)全数 (客体数)57,910 (配布)郵送 (取集)郵送・オンライン (記入)自計 

(把握時)毎年 5月 1日現在 (系統)文部科学省－報告者(大学、高等専門学校、国立の

幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校・専修学校・各種

学校)、文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－報告者(公立・私立の高等学校(通信制の

課程のみを置く高等学校を除く。)、中等教育学校、都道府県立の幼稚園・小学校・中

学校・特別支援学校・専修学校・各種学校)、文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－市

町村(沖縄は教委)－報告者(市町村立・私立の幼稚園・小学校・中学校・特別支援学校・

専修学校・各種学校) 

【周期・期日】 

(周期)年 (実施期日)文部科学省に直接調査票を提出する者の提出期日：毎年 5 月 31

日、都道府県に調査票を提出する者の提出期日：都道府県知事が定める期日、市町村

に調査票を提出する者の提出期日：市町村長が定める期日 

【調査事項】 

1.学校の名称、種別及び所在地、2.学校の特性に関する事項、3.学部、学科、課程又

は学級に関する事項、4.教員及び職員の数、5.幼児、児童、生徒又は学生の在籍状況

及び出席状況、6.幼児、児童、生徒又は学生の入学、卒業及び転出入の状況 

2－学校通信教育調査票 

【調査対象】 

(地域)全国 (単位)学校 (属性)通信制課程を置く高等学校及び中等教育学校(抽出
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枠)平成 23年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 

(選定)全数 (客体数)150 (配布)郵送 (取集)郵送・オンライン (記入)自計 (把

握時)毎年 5 月 1 日現在 (系統)文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－報告者(通信制

の課程を置く高等学校及び中等教育学校) 

【周期・期日】 

(周期)年 (実施期日)都道府県知事が定める期日 

【調査事項】 

1.学校の名称及び所在地、2.学校の特性に関する事項、3.教員及び職員の数、4.生徒

の在籍状況、5.生徒の入学、卒業、退学及び単位修得の状況 

3－不就学学齢児童生徒調査票 

【調査対象】 

(地域)全国 (単位)地方公共団体 (属性)市町村教育委員会 (抽出枠)平成 23 年度

「学校基本調査」実績 

【調査方法】 

(選定)全数 (客体数)1,800 (配布)郵送 (取集)郵送・オンライン (記入)自計 

(把握時)毎年 5 月 1日現在 (系統)文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－市町村(沖縄

は教委)－報告者(市町村教育委員会) 

【周期・期日】 

(周期)年 (実施期日)市町村長が定める期日 

【調査事項】 

1.教育委員会の名称及び所在地、2.学齢児童生徒の就学の免除及び猶予の状況、3.居

所不明の学齢児童生徒の数、4.死亡した学齢児童生徒の数 

4－学校施設調査票 

【調査対象】 

(地域)全国 (単位)学校 (属性)私立の幼稚園・小学校・中学校・高等学校・中等教

育学校・特別支援学校・専修学校・各種学校、公立の専修学校・各種学校・大学・高

等専門学校・国立大学法人法(平成 15 年 7 月 16 日法律第 112 号)に定める国立大学に

附属させて設置した学校(国立大学附属)・特別支援学校(抽出枠)平成 23年度「学校基

本調査」実績 

【調査方法】 

(選定)全数 (客体数)16,700 (配布)郵送 (取集)郵送・オンライン (記入)自計 

(把握時)毎年 5月 1日現在 (系統)文部科学省－報告者(国立大学法人及び独立行政法

人国立高等専門学校機構、地方公共団体、教育委員会、公立大学法人及び私立学校の

設置者(大学・高等専門学校に係るもの。))、文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－報

告者(都道府県立の専修学校・各種学校、私立の高等学校・中等教育学校の設置者(大
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学・高等専門学校に係るものを除く。)、文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－市町村

(沖縄は教委)－報告者(市町村立の専修学校・各種学校、私立の幼稚園・小学校・中学

校・特別支援学校・専修学校・各種学校の設置者(大学・高等専門学校に係るもの、高

等学校及び中等教育学校の設置者を除く。)) 

【周期・期日】 

(周期)年 (実施期日)文部科学省に直接調査票を提出する者の提出期日：7 月 31 日、

都道府県に調査票を提出する者の提出期日：都道府県知事が定める期日、市町村に調

査票を提出する者の提出期日：市町村長が定める期日 

【調査事項】 

1.学校の名称、種別及び所在地、2.学校の特性に関する事項、3.土地又は建物の用途

別、構造別等の面積、4.土地又は建物の増減の状況 

5－学校経費調査票 

【調査対象】 

(地域)全国 (単位)学校 (属性)大学(私立を除く。)、高等専門学校(独立行政法人国

立高等専門学校機構の設置する学校に限る。)、国立大学附属の学校及び特別支援学校

(抽出枠)平成 23 年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 

(選定)全数 (客体数)300 (配布)郵送 (取集)郵送・オンライン (記入)自計 (把

握時)前会計年度間 (系統)文部科学省－報告者(国立大学法人及び独立行政法人国立

高等専門学校機構)、地方公共団体、公立大学法人 

【周期・期日】 

(周期)年 (実施期日)毎年 7月 31日 

【調査事項】 

1.学校の名称、種別及び所在地、2.学校の特性に関する事項、3.経費に関する事項、

4.収入に関する事項 

6－卒業後の状況調査票 

【調査対象】 

(地域)全国 (単位)学校 (属性)中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校及

び特別支援学校の中学部・高等部の卒業者、大学及び高等専門学校の卒業者 (抽出枠)

平成 23 年度「学校基本調査」実績 

【調査方法】 

(選定)全数 (客体数)18,300 (配布)郵送 (取集)郵送・オンライン (記入)自計 

(把握時)前年度間の卒業者（高等学校、中等教育学校及び特別支援学校の高等部にあ

っては、前々年度以前の卒業者で上級の学校に入学を志願した者を含む。）について、

毎年 5月 1日現在 (系統)文部科学省－報告者（大学、高等専門学校、国立の中学校・

高等学校・中等教育学校・特別支援学校）、文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－報告
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者（公立・私立の高等学校・中等教育学校、都道府県立の中学校・特別支援学校(中学

部又は高等部を置く学校のみ。)）、文部科学省－都道府県(沖縄は教委)－市町村(沖縄

は教委)－報告者（市町村立・私立の中学校・特別支援学校(中学部又は高等部を置く

学校のみ。)） 

【周期・期日】 

(周期)年 (実施期日)文部科学省に直接調査票を提出する者の提出期日：毎年 5 月 31

日、都道府県に調査票を提出する者の提出期日：都道府県知事が定める期日、市町村

に調査票を提出する者の提出期日：市町村長が定める期日 

【調査事項】 

1.学校の名称、種別及び所在地、2.学校の特性に関する事項、3.卒業者の卒業時にお

ける所属に関する事項、4.卒業者の進学、就職等の状況 

（平成 25 年 11 月更新、総務省統計局「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」：

平成 24 年 7 月 26 日承認） 
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